
Ⅱ調査結果利用上の注意

１調査結果利用上の注意

（１）この調査は、標本調査であるので母集団に復元したものを調査結果として表章している。

（２）報告書掲載統計表の数値は、表章単位未満を割合については四捨五入、復元数については切り

捨てした結果である。

なお、四捨五入等の結果、表章単位に満たない場合は「０．０」、「Ｏ」と表示している。

（３）統計表中の「－」は、該当数値のない箇所である。

（４）統計表中の「＊」は、サンプル数の少ないものである。構成比の分母となるサンプル数が、事

業所については３未満、個人及び労働者では１０未満の場合、分母に付記してある。

（５）統計表中の「ＭＡ.」（MaltipleAnswerの略）の表示は、複数回答（該当する答えを複数個選

択することも可能）であるので、百分比は合計すると１００．０を超える場合もある。

（６）集計事項のうちには一部報告書に掲載されていないものがある。詳しくは厚生労働省大臣官房

統計情報部雇用統計課雇用構造係まで照会いただきたい。

２主な用語の説明

[常用労働者］

常用労働者とは、下記の(ｲ)又は(ﾛ)に該当する労働者のことをいう。

（ｲ）期間を定めずに又は１ヵ月を超える期間を決めて雇われている者

（ﾛ）日々雇われている者又は１ヵ月以内の期間を決めて雇われている者で、前２ヵ月の各月にそ

れぞれ１８日以上事業所に雇い入れられた者

なお、委任・請負又はそれに準じる関係にある者、及び労働者派遣事業を営む人材派遣会社

からの派遣労働者は含まれていない。

[就業形態］

（１）パート等労働者とは、下記(4)の正社員以外の労働者をいい、(2)パート、(3)その他、に分け

られる。

（２）パートとは、正社員以外の労働者（パートタイマー、アルバイト、準社員、嘱託、臨時社員

等）で名称に係わらず、１週間の所定労働時間が正社員よりも短い労働者をいう。

（３）その他とは、正社員以外の労働者で、１週間の所定労働時間が正社員と同じか長い者をいう。

（４）正社員とは、この調査では、いわゆる正規型の労働者（いわゆるパートタイム労働法にいう通

常の労働者）のことで、終身雇用的な長期勤続を前提としている常用労働者をいう。

[派遣労働者について］

人材派遣会社から受け入れた派遣労働者については、対象事業所との指揮・命令関係はあるが、

雇用関係はないので、対象労働者数には含まれていない。

なお、対象事業所が人材派遣会社である場合、派遣労働者を正社員以外の労働者とし、「パー

ト」又は「その他」に含まれている。
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[産前・産後休業、育児休業、介護休業を取得中の労働者について］

○労働者数について

産前・産後休業（出産休暇)、育児休業、介護休業を取得して調査時現在休んでいても、雇用

契約のある者は労働者数に含まれている。

○所定労働時間について

育児休業、介護休業を時間で取得した場合、所定労働時間の変更となる。所定労働時間が３５

時間未満になった場合、「うち１週間の所定労働時間が３５時間未満の労働者」の数に含まれて

いる。

[職種］

２６頁の「職種分類表」を参照。

[就業規則］

就業規則とは、事業所において、その労働者の労働条件の具体的細目と、労働者の守るべき職場

規律を定めた規則をいう。社規、工場規則、従業員規則と称する場合もある。

常時１０人以上の労働者を雇用する事業所は、一定事項について使用者は作成することを義務づ
けられている。

[短時間雇用管理者］

短時間雇用管理者とは、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（パートタイム労働

法）で規定されているもので、短時間労働者の雇用管理の改善等の管理を担当する者をいう。短時

間労働者を１０人以上雇用する事業所は、短時間雇用管理者を選任するように努めなくてはならな

いとされている。
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職種

専門・技術

管理

事務

販売

サ 一 ビス

保安

運輸・通信

生産工程・労務

その他

職種分類表

職種内容

高度の専門的水準において、科学的知識を応用した技術的な仕事に従事する者及び医療.

法律・芸術その他の専門的性質の仕事に従事する者をいいます。例えば、科学研究者、機

械・電気技術者、一級建築士、プログラマー、システムエンジニア、医師、薬剤師、看護

婦(士)、准看護婦（士)、栄養士、福祉相談員、保育士、介護支援相談員、公認会計士、

税理士、教員、記者、編集者、デザイナー、写真家など

課（課相当を含む）以上の組織の管理的仕事に従事する者をいいます。例えば、部長、課

長、支店長、工場長など

－般に課長（課長相当職を含む）以上の職務にあるものの監督を受けて、庶務・文書・人

事・会計・調査・企画、運輸・通信・生産関連・営業販売・外勤に関する事務及び事務用

機械の操作の仕事に従事する者をいいます。例えば、事務員、受付係、案内係、フロン

ﾄ、レジ係、オペレーター、速記者、集金人、メーター検針員、料金係（有料道路)、､出

改札掛など

商品・不動産・証券などの売買、売買の仲立・取次・代理などの仕事、保険外交、商品の

売買・製造などに関する取引上の勧誘・交渉・受注の仕事に従事する者をいいます。例え

ぱ、販売従事者（スーパー、デパート等)、商品販売外交員、保険外交員、銀行外務員、

スーパー店長、新聞拡張員、不動産仲介人など

理容・美容・クリーニング・調理・接客・娯楽など個人に対するサービス、居住施設・ビ

ルなどの管理サービス及びその他のサービスの仕事に従事する者をいいます。例えば、理

容・美容師、クリーニングエ、ツアーコンダクター、調理人、ウェイター、ウェイトレ

ス、接客係、ホームヘルパー、ベビーシッター、駐車場・ビル管理人、寮管理人など

社会・個人・財産の保護、法と秩序の維持などの仕事に従事する者をいいます。例えば、

守衛、警備員、監視人、建設現場誘導員など

電車・自動車・船舶・航空機等運転・操縦の仕事、通信機の操作及びその他の関連作業に

従事するものをいいます。例えば、鉄道運転士、タクシー運転者、バス・トラック運転者

車掌、ロープウェイ乗務員、無線・有線通信員、電話交換手、郵便・小包配達員、電報配

達員、ラジオ・テレビ放送技術員など

機械・器具・手道具などを用いて原料・材料を加工する仕事、各種の機械器具を組立・調

整・修理する仕事、製版・印刷・製本の作業、その他の製造・製作工程の仕事、定置・機

械及び建設機械を操作する仕事、鉱物の探査・試掘・採取・選鉱、ダム・トンネルの掘削

などの仕事及びこれらに関連する仕事、建設の仕事、並びに機械の掃除、資材の整理、商

店・会社・病院などの雑務、及び他に分類されない運搬・清掃など労務的作業に従事する

者をいいます。例えば、大工、左官、石工、塗装工、電気工、とび職、配管工、圧延工、

鉄鋼工、鋳物工、プレスエ、医薬品製造工、溶接工、鉄工、一般機械組立工、自動車整備

工、修理工、パン・菓子製造工、染色工、織布工、ミシン縫製工、木工、製紙工、印刷

製本工、ゴム製品製造工、革製品製造工、製図工、ボイラーエ、建設機械運転工、採石

採掘作業員、配達員、倉庫作業員、清掃作業員、雑務員など

農・林・漁業の作業に従事する者をいいます。
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【結果の要旨】

<事業所調査〉

Ⅲ調査結果の概要

(1)「パート等労働者」は約1,118万人（前回約798万人)、うち「パート」は約949万人（同約669

万人)、「その他」は約169万人（同約130万人）となっている。全労働者に占める「パート等労

働者｣の割合は26.1％（同17.8％)、うち「パート」が22.1％（同１４．９％)、「その他」３．９％（同

２．９％）となっており、前回調査と比較すると、いずれも上昇している。

全労働者に占める「パート等労働者」の割合を男女別にみると、男11.9％（同7.6％)、女45.7

％（同34.0％)、うち「パート」の男9.0％（同5.6％)、女40.3％（同29.8％)、「その他」の男

２．９％（同2.1％)、女5.4％（同4.2％）となっている。（表１－１，図１）

平成７年
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男
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女
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図１全労働者に占めるパート等労働者数割合
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(2)「パート等労働者」を雇用している事業所の割合は62.1％（前回54.4％)、「パート」を雇用
している事業所の割合は56.6％（同47.9％)、「その他」を雇用している事業所の割合は15.3％

（同12.6％）となっており、前回調査と比較すると、いずれも上昇している。（表２、図２）

図２パート等労働者を雇用している事業所数割合

０１０２０３０４０５０６０７０（%）

｢パート等労働者」を雇用している事業所

｢パート」を雇用している事業所

｢その他」を雇用している事業所

′／'''
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１９．９

１７．８

(表3-1,図３）

図３「パート」の雇用理由別事業所数割合（複数回答）

（｢パート」を雇用している事業所＝100）

》
論
説
瀞
謝
読

蕊灘鍵灘識３８．３
人件費が割安だから

１日の忙しい時間帯に対処するため

簡単な仕事内容だから

一時的な繁'忙に対処するため

人が集めやすいから

業務が増加したから

仕事量が減ったときに雇用調整が容易だから

経験・知識・技能のある人を採用したいから

定年社員の再雇用・勤務延長策として

学卒等一般の正社員の採用、確保が困難だから

退職した女性正社員の再雇用に役立つから

65.3

謬崇賊２
鯛3５．７
３１．４

０

園平成７年

ｚ平成１３年

’９．３
2７．３

(3)「パート」を雇用している事業所について雇用理由（複数回答）をみると、「人件費が割安だ
から」とする事業所が最も多く６５．３％（前回38.3％）となっており、次いで「１日の忙しい時間

帯に対処するため」３９．２％（同37.3％)、「簡単な仕事内容だから」３１．４％（同35.7％)、「一時

的な繁忙に対処するため」２７．３％（同9.3％）となっている。前回調査と比較すると、「人件費
が割安だから」、「一時的な繁忙に対処するため」とする事業所の割合が大きく上昇している。

2９．８

6０

その他

８０(%）

図４正社員と職務・責任が同じ「パート」の有無別事業所数割合

（｢パート」を雇用している事業所＝100）

2０ 4０

(4)「パート」を雇用している事業所のうち、職務・責任が正社員と同じ「パート」がいる事業所

の割合は40.7％となっている。（表５，図４）

不明
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(5)「パート」を雇用している事業所のうち雇用契約期間を決めている事業所は52.9%となってお

り、うち、「次回雇用期間の定めのある契約に更新する」事業所は90.0％となっている。その理

由を「雇用調整がしやすいから」とする事業所が最も多く５５．４％となっている。（表7-1,表7-2,

図５）

図５雇用契約の有無、雇用契約の更新方法及び更新理由別事業所数割合

(イ)．「パート」を雇用している事業所を１００とした割合

雇用契約期間を決めている

′／雲蒙琴〃．/雲雲雲霧雲雲霧雲多〃

(ロ)．（ｲ)のうち「雇用契約期間を決めている」を１００とした割合

次回雇用期間の定めのある契約に更新する

90.0

雇用契約期間を決めていない

次回雇用期間の定めの

ない契約に更新する

雇用契約を

更新しない

(ハ)．（ﾛ)のうち「次回雇用期間の定めのある契約に更新する」事業所を100とした割合

雇用調整がしやすいから

定めのない契約にした場合、労働条件等を正

社員と同じ処遇にする必要があるから

5５．４

の希望がないから

特に労働者から定めのない契約へ

／ …
蕊雪議■黒■

０ １０２０３０４０５０６０７０８０９０１００（%）

(6)「パート」を雇用している事業所の採用時の賃金決定項目（複数回答）をみると、「同じ地域
・職種のパートの賃金相場」とする事業所が最も多く６７．４％（前回61.1％)、次いで「仕事の困
難度に応じて」２６．５％（同2865％)、「経験年数に応じて」２５．１％（同28.4％）となっている。
（表11、図６）

図６「パート」の採用時の賃金決定項目別事業所数割合（複数回答）

（｢パート」を雇用している事業所＝100）

同じ地域･職種のパートの賃金相場

仕事の困難度に応じて

経験年数に応じて

地域･産業別最低賃金

同じ職種の正社員の賃金

年齢に応じて

その他

笹（〃'〃

ｌ（

〃７．３

１４．〔｡

’〃〃９．７

6７．４

０ 1０２０３０４０５０６０７０８０(%）
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(7)過去１年間に「パート」の賃金の昇給を行った事業所は52.4％（前回80.1％）となっている。

賃金の昇給を行った事業所について、賃金昇給決定の際に考慮した項目（複数回答）をみると、

「能力の向上に応じて」とする事業所が最も多く５１．８％（同36.2％)、次いで「経験年数に応じ

て」４８．３％（同43.5％）となっている。前回調査と比較すると、「能力の向上に応じて」とする

事業所の割合が大きく上昇している。（表13-1、表13-2,図７－１，図7-2）

０

図7-1「パート」の賃金の昇給を行った事業所数割合

（｢パート」を雇用している事業所＝１００）

2０ 4０ 6０ 8０

;雲霧／′i;〃襲鍾蓮二;藁三:i;::::::雲霧霧雲霧謹謬雲i′Ｚ；’パート 8０．１

平成７年

平成旧年Ｉ
パート 5２．４

7６．１

図7-2「パート」の賃金昇給の決定事項別事業所数割合（複数回答）

Ｊ（｢パート」の賃金の昇給を行った事業所＝100）

０ １０ 2０ 3０ 4０ 5０

１００（%）

能力の向上に応じて I雲霧I霧謬霧雲霧菱雲霧雲霧蒙霧雲霧菱毒霧義雲霧墓参〃雲雲霧雲り謬謬
経験年数に応じて

仕事の困難度に応じて

業績に応じて

同じ地域・職種の

パートの賃金相場

地域・産業別最低

賃金の改定に応じて

同じ職種の

正社員の賃金

年齢に応じて

物価上昇に応じて

その他

霧霧謬譲り霧

－３０－

6０（%）



<個人調査〉

（１）「パート」の年齢構成を男女別にみると、男は「２０～２９歳」の年齢階級の労働者が最も多

く４３．５％、次いで「６０歳以上」２６．１％となっている。一方、女は「４０～４９歳」が31.5％と

最も多く、次いで「５０～５９歳」２４．２％、「３０～３９歳」２０．０％となっている。（表16、図

８）

図８性及び年齢階級別パート労働者数割合

（｢パート」＝lOO）

５０～59歳’

15～19歳

、８：
■

４０ヘプ４９后ざ

０－－３９頁

(2)「パート」について、仕事内容が同じと思う正社員との賃金差の意識をみると、「比べられる

正社員がいない（わからないを含む)」３３．７％、「低いと意識したことはない」２８．７％、「低いと

意識したことがあるが納得できる」２１．５％、「低いと意識したことがあり納得できない」１５．８％
となっている。（表22,図９）

０

図９

比べられる正社員がいない

（わからないを含む）

1０ 2０ 3０

正社員との賃金差の意識別パート労働者数割合

（｢パート」＝100）

低いと意識

したことが

低いと意識したこと 低いと意識したことあり納得で
はない があるが納得できるきない

4０ 5０ 6０ 7０ 8０ ９０

－３１－

不明０．３

100（%）



願

図10）

図１０働いている理由別パー

（｢パート」

ﾄ労働者数割合（複数回答）

＝100）
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０
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生活を維持するた

め

余暇時間を利用す

るため

生きがい・社会参

加のため

(3)！「パート」として働いている理由（複数回答）を男女別にみると、男では「生活を維持するた

め」とする労働者が最も多く６２．６％（前回46.3％)、次いで「家計の足しにするため」３２．１％

（同31.0％）となっている。女では「家計の足しにするため」とする労働者が最も多く５９．６％

（同60.1％)、次いで「生活を維持するため」４２．６％（同30.2％）となっている。前回調査と比

較すると、「生活を維持するため」とする労働者の割合が男女ともに大きく上昇している。（表27、

０１０２０３０４０５０６０７０(%）

－３２－

生きがい・社会参

加のため

余暇時間を利用す

るため

以前の就業経験を

活かすため

子供に手がかから

なくなったため

以前の就業経験を

活かすため

資格・技能を活か

すため

資格・技能を活か

すため

子供に手がかから

なくなったため

その他その他

０１０２０３０４０５０６０７０(%）



(4)「パート」としての働き方を選んだ理由（複数回答）を男女別にみると、男では「自分の都合

のよい時間（日）に働きたいから」とする労働者が最も多く４７．３％（前回52.4％)、次いで「仕

事の内容に興味が持てたから」３０．８％（同24.8％)、「正社員として働ける会社がないから」２２．３

％（同１１．９％）となっている。女も「自分の都合のよい時間（日）に働きたいから」とする労働

者が最も多く５０．９％（同55.8％）となっているが、次いで「勤務時間・日数が短いから」３４．２％

（同27.9％)、「仕事の内容に興味が持てたから」２１．７％（同18.0％)、「正社員として働ける会社

がないから」２０．８％（同14.3％）となっている。前回調査と比較すると、「仕事の内容に興味が

持てたから」、「正社員として働ける会社がないから｣、「勤務時間・日数が短いから」とする労

働者の割合が男女ともに上昇している。（表28,図１１）

図１１「パート」としての働き方を選んだ理由別労働者数割合（複数回答）

（｢パート」＝100）

自分の都合の良い

時間（日）に働きた

いから

仕事の内容に興味

が持てたから

正社員として働け

る会社がないから

勤務時間・日数が

短いから

賃金・待遇が良い

から

すぐ辞められるか

ら

友人・知人がパー

ト等で働いている

から

体力的に正社員と

して働けないから

病人・老人等の介
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有給休暇がとりにくい

図12-1今の会社や仕事に対する不満・不安があるパート労働者数割合

（｢パート」＝100）。

０ 1０ 2０ 3０ 4０ 5０ ６０(%）

雲霧雲霧雲霧雲霧霧雲雲霧雲霧雲霧雲霧雲霧雲霧霧謬謬謬謬霧雲霧雲霧;霧雲霧雲雲霧雲霧Ｉ平成７年

平成１３年

図12-2今の会社や仕事に対する不満・不安の内容別パート労働者数割合（複数回答）

（今の会社や仕事に対する不満・不安がある「パート」＝１００）

福利厚生が充実していない

;5２．３
５１．１

賃金が安い

１８．８

〃21.1雇用が不安定
議髪霧霧ﾘﾘ霧謬り霧霧ﾘﾘﾘ霧ﾘﾘ謬霧霧霧ﾘﾘﾘ霧霧

１６．７

ZZi１９．２正社員になれない

人間関係が良くない

園平成７年

ｚ平成13年

１５．３

(5)今の会社や仕事に対して不満・不安がある「パート」の割合は54.3％（前回41.2％）となって

おり、前回調査と比較すると大きく上昇している。

不満・不安の内容（複数回答）をみると、「賃金が安い」とする労働者が最も多く５１．１％（同

５２．３％)、次いで「雇用が不安定」２１．１％（同18.8％)､「正社員になれない」１９．２％（同16.7％)、

「有給休暇がとりにくい」19.2％（同15.3％）となっている。（表29-1,表29-2,図12-1,図１２

－２）

1９．２

1４．１

１１４．９仕事がきつい

教育訓練を受けられない

:15.9
14.6

１２．００Ｆ

１２．８
労働時間が希望に合わない

１６．８

6０（%）

置
蕊

昇進機会が少ない

能力が活かせない

4０2０

その他

5０1００ 3０

－３４－



図１３今後の希望する仕事別パート労働者数割合

（｢パート」＝１００）

係長・主任。

班長等もっと

責任のある仕

事がしたい

1.8％

教育訓練を受けるな

どして、技術・技

能・資格を生かした

仕事がしたい

もう少し責任

の軽い仕事を

したい

3.7％

単純・補助的な仕

事でなく主要な仕

事をしたい

今と同じ仕事
がしたい 不明

0.0％
わからない

、
;〃；〃;〃;霧〃雲:；;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁;髪〃藁

燕
群
溌
鱗
識
難
癖
識蕊

蕊
１
人
跡
雛

，
鍛
癖
識
癖
錯
噸
群
群
》
癖
溌38.8

(6)「パート」について今後の希望する仕事をみると、「今と同じ仕事がしたい」とする労働者が

最も多く３８．８％となっている。（表30、図13）

1００（%）1００ 2０ 3０ 4０ 5０ 6０ 7０ 8０ 9０

(7)「パート」について今後の就業継続希望をみると、「パート等で仕事を続けたい」とする労働

者が最も多く６２．９％、次いで「正社員になりたい」１５．６％、「自営業等を始めたい」２．３％、「仕

事を辞めたい」１．４％となっている。（表31、図１４）

図１４今後の就業継続希望別パート労働者数割合

（｢パート」＝100）

1０ 2０ 3０ 5０4０

－３５－

8０ 9０ lOO（%）6０ 7０



(8)「パート」について年収等の調整をみると、「調整の必要がない」とする労働者が最も多く
３５．０％、次いで「関係なく働く」２８．１％、「調整をしている」２２．６％となっている。（表34-1、
図15）

図１５年収等の調整の有無別パート労働者数割合

（｢パート」＝100）

調整の必要がない 関係なく働く 調整をしている 不明わからない

０ 1０ 2０ 3０ 4０ 5０ 6０ 7０ 8０ 9０ 100（%）

(9)）「パート」について労働組合への加入状況をみると、「会社にパートが加入できる組合がある」

とする労働者は29.3％となっており、そのうち、「労働組合に加入している」労働者は17.9％と

なっている。（表35,図16）

図１６加入できる労働組合の有無、労働組合への加入の有無別労働者数割合

(イ)．「パート」を100とした割合

会社にパートが加入できる組合がある会社にパートが加入できる組合がない

三雲三雲雲室三三雲り
(ロ)．（ｲ）のうち「会社にパートが加入できる組合がある」を１００とした割合

組合に加入している 組合に加入していない

０ 1０ 2０ 3０ 4０ 5０ 6０ 7０

－３６－

8０ 9０

不明

0.9

Ｉ

１００（%）



１パート等労働者数

(1)性、企業規模、産業別の状況

「パート等労働者」は約1,118万人（前回約798万人)、うち「パート」は約949万人（同約669

万人)、「その他」は約169万人（同約130万人）となっている。全労働者に占める「パート等労働

者」の割合は26.1％（同17.8％)、うち｢パート」２２．１％（同14.9％)、「その他」３．９％（同2.9

％）となっており、前回調査と比較すると、いずれも上昇している。

これを男女別にみると、「パート等労働者」は、男約296万人（同約209万人)、女約822万人

（同約589万人）となっている。全労働者に占める「パート等労働者」の割合は、男11.9％（同

７．６％)、女45.7％（同34.0％)、うち｢パート」男9.0％（同5.6％)、女40.3％（同29.8％)、「そ

の他」男2.9％（同2.1％)、女5.4％（同4.2％）となっている。

また、全労働者に占める「パート等労働者」の割合を企業規模別に前回調査と比較すると、す

べての企業規模で上昇している。

さらに、産業別に前回調査と比較すると、鉱業、建設業を除くすべての産業で「パート等労働

者」の割合が上昇しており、特に、「卸売・小売業，飲食店」４７．８％（同31.8％）で大きく上昇

している。（表1-1、表1-2,表１－３，図１）

表１－１性、就業形態別労働者数及び労働者数割合

－３７－

注：平成７年の「その他」は、出稼ぎ・季節労働者を含む。以下、同じ。

【結果の概要】

<事業所調査〉

性

平成１３年

全労働者
パート等
労働者 ｜パート その他

平成７年

全労働者
パート等

労働者 パート その他

労 働者数(千人）

計
男
女

就業形態別構成比（％）

計
男
女

男女別構成比（％）

計
男
女

１，６９３

７１９

９７３

３．９

２．９

５．４

１００．０

４２．５

５７．５

９，４８５

２，２４０

７，２４５

２２．１

９．０

４０．３

１００．０

２３．６

７６．４

1１，１７８

２，９５９

８，２１８

２６．１

１１．９

４５．７

１００．０

２６．５

７３．５

4２，８６６

２４，８６７

１７，９９９

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

５８．０

４２．０

１，２９６

５７３

７２３

２．９

２．１

４．２

１００．０

４４．２

５５．８

６，６８６

１，５２０

５，１６６

１４．９

５．６

２９．８

１００．０

２２．７

７７．３

7，９８３

２，０９３

５，８８９

１７．８

７．６

34.0

100.0

２６．２

７３．８

44,734

２７，３９５

１７，３３９

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

６１．２

３８．８



－３８－

注：企業規模別には、官公営を含まない。

表１－３産業、就業形態別労働者数及び労働者数割合

表１－２企業規模、就業形態別労働者数及び労働者数割合

夕

産業

平成13年

全労働者
パート等

労働者 パート その他

平成７年

全労働者
パート等

労働者 パート その他

労働者数（千人）

計

業
業
業
業
業
店
業
業
業

鉱

建設

製造

熱供給･水道

通信

電気･ガス．
●

飲食，売業、４

保険●

運輸

卸売・

金融

産不動

スビーサ

、
３
０
1，６９

9７

380

8

134

322

邪
別
陀７

9,485

１

７７

１，１４２

９

３６９

５，２９９

１１８

４９

２，４１７

１１，１７８

１

１７４

１，５２２

１７

５０４

５，６２１

１４５

７０

３，１２０

４２，８６６

４３

３，２１７

９，６１１

３２８

３，２９５

１１，７４８

１，６０６

３２７

１２，６８７

4４，７３４７，９８３６，６８６１，２９６

6 ３２１１

4,010２８０１１０１６９

１１，５８７１，５３８１，１６５３７２

３

１１

２

，
，
，

3３１１４６７

４６７３０１２４０６１

124３，５３５３，３４７１８８

024１２３８０４２

３７１６３５３９

1１，７５４２，１２５１，６８１４４３

就業形態別構成比（％）

計

業
業
業
業
業
店
業
業
業

鉱

建設

製造

熱供給･水道

通信

電気･ガス．
●

飲食，売業、イ

保険●

運輸

卸売・

金融

産動

スビー

不
サ

９
４
０
０
４
１
７
７
２
５

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

３
１
３
４
２
４
２
１
６
５

１
５
４
９
９
２
１
４
２
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

２
２
２
１
２
１
５
７
５
９

２
１
１
４
１
１

１
８
４
８
４
３
８
１
４
６

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

６
３
５
５
５
５
７
９
１
４

２
１
１
４
２
２

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

９
５
２
２
３
８
７
１
６
８

２
２
４
ａ
２
Ｌ
Ｌ
２
２
３

1４．９

１．５

２．８

１０．１

２．０

６．９

３０．１

４．０

１４．３

１４．３

８
０
０
３
２
７
８
１
０
１

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

７
４
７
３
４
８
１
６
７
８

１

１

３
１
１

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

企業規模

平成13年

全労働者
パート等

労働者 パート その他

平成７年

全労働者
パート等

労働者 パート その他

労働者数（千人）

１，

計

000人以上

500～９９９人

300～４９９人

100～２９９人

3０～９９人

５～ ２９人

1,693

３３２

１３８

１３４

485

366

277

224

781

671

739

410

477

026

，
，
，
，
，

９
２
１
１
２

１１，１７８

３，１１４

８１０

８７３

１，７７７

１，７５４

２，２５０

４２，８６６

１１，１４９

３，１８６

３，０２６

６，５３８

７，２４５

８，７３５

4４

１０

３
２
６
７
１１

，
，
，
，
３
１
９

734７，９８３６

７１４１，６７０１
，
‘

686１，２９６

390２７９

165６００４９９１０１

７１２４６８３８４８３

６９９１

５７１１

０２８２

９
９
１

296１

４２４１

１５２１

，
，
９

０８８２０７

１７５２４９

８９４２５８

就業形態別構成比（％）

１，

計

000人以上

500～９９９人

300～４９９人

100～２９９人

3０～９９人

５－､学 ２９人

９
０
４
４
６
８
６

３
３
４
４
５
３
２

１
０
１
４
６
４
２

●
●
●
●
●
●
●

２
５
１
４
１
０
３

２
２
２
２
２
２
２

１
９
４
９
２
２
８

●
●
●
●
●
●
●

６
７
５
８
７
４
５

２
２
２
２
２
２
２

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

９
６
２
１
１
３
３

２
２
３
３
３
３
２

９
０
８
２
３
５
２

●
●
●
●
●
●
●

４
３
５
４
６
５
７

１
１
１
１
１
１
１

８
６
０
３
４
８
５

●
●
●
●
●
●
●

７
５
９
７
９
８
９

１
１
１
１
１
１
１

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0



「パート等労働者」を雇用している事業所の割合は62.1％（前回54.4％)、「パート」を雇用して
いる事業所の割合は56.6％（同47.9％)、「その他」を雇用している事業所の割合は１５．３％（同12.6
％）となっており、前回調査と比較すると、いずれも上昇している。

これを主な産業でみると、「パート」を雇用している事業所は「卸売・小売業，飲食店」（70.9
％)、「サービス業」(58.8％)、「製造業」（53.6％）の順になっており、「その他」を雇用している
事業所は「サービス業」（20.7％)、「製造業」（１４．６％)、「卸売・小売業,飲食店」（11.5％)の順に
なっている。（表２，図2）

表1-4職種別パート等労働者銭割合

(単位：％）

２パート等労働者を雇用している事業所

(2)職種別の状況

パート等労働者の職種別割合をみると、「パート」では、サービス29.8％、販売26.3％、生産

工程・労務20.8％の順に多く、それを男女別にみると、事務、販売、生産工程・労務で男に比べ

女の割合が多い。「その他」では、生産工程・労務31.4％、サービス19.5％、事務16.7％の順に

多くなっており、男女別にみると、管理、保安、運輸・通信、生産工程・労務で女に比べ男の割

合が多い。（表1-4）

表２パート等労働者を雇用している事業所数割合

－３９－

(蛍イウ，９A）

主な産業 全事業所
パート等労働者を

雇用している事業所 ｢パート」を
雇用している事業所

｢その他」を

|雇用している事業所

平成13年

産 業計

製造業

卸売・小売業，飲食店

サ 全

ビ ス業

15.3

14.6

11.5

20.7

56.6

53.6

70.9

58.8

62.1

57.9

73.7

66.1

100.0

100.0

100.0

100.0

平成７年 100.0５４．４４７．９１２．６

就業形態 計 専門・技術 管理 事務 販売 サービス 保安 運輸・通信
》
棚

●

その他

計
男
女
計
男
女

伽

トー

そ

ノ

１
０
１
－
一
一

●
●
●

０
０
０

20.8

13.9

22.9

31.4

40.2

25.0

１
２
６
７
２
７

●
●
●
●
●
●

３
８
１
４
０
０
１

８
２
１
０
６
１

●
●
●
●
●
●

０
３
０
２
４
０

29.8

38.3

27.2

19.5

14.1

23.5

26.3

22.5

27.4

11.1

6.6

14.4

11.6

5.3

13.5

16.7

8.9

22.4

２
５
２
７
９
８

●
●
●
●
③
●

０
０
０
１
２
０

３
２
１
７
５
９

●
●
●
●
●
●

７
８
７
２
２
２

１
１
１

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0



パート等労働者の雇用理由（複数回答）をみると、「パート」では「人件費が割安だから」とす

る事業所が最も多く６５．３％（前回38.3％)、次いで「１日の忙しい時間帯に対処するため」３９．２％

（同37.3％)、「簡単な仕事内容だから」３１．４％（同35.7％)、「一時的な繁忙に対処するため」２７．３

％（同9.3％）となっている。「その他」では「人件費が割安だから」とする事業所が最も多く５７．９

％（同29.3％)、次いで「業務が増加したから」２１．５％（同26.8％)､．「経験・知識・技能のある人

を採用したいから」１９．８％（同21.1％)、「仕事量が減ったときに雇用調整が容易だから」１９．６％

（同12.8％）となっている。前回調査と比較すると、「人件費が割安だから」、「一時的な繁忙に対

処するため」とする事業所の割合が「パート」、「その他」ともに大きく上昇している。

また、雇用理由を「人件費が割安だから」とする事業所について、人件費のうち特に割安だと思

うものの割合をみると、「賃金」とする事業所の割合が最も多く「パート」（78.5％)、「その他」

(76.4％)、次いで「賞与」が「パート」（72.8％)、「その他」（75.6％)、「退職金」が「パート」

(51.0％)、「その他」（60.3％）となっている。（表３－１，表3-2,図3）

表３－１パート等労働者の雇用理由別事業所数割合
(複数回答）（単位：％）

４パート等労働者を正社員が行っていた業務に充てた割合

注：［］内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

表3-2人件費のうち割安だと思う項目別事業所数割合

（複数回答３つまで） (単位：％）

表４パート等労働者を正社員が行っていた業務に充てた割合別事業所数割合

芝所の課l合で西

３パート等労働者の雇用理由

－４０－

過去１年間にパート等労働者を雇い入れた際、以前正社員が行っていた業務に充てた割合をみる

と、「パート」は「ほとんど又は全く充てなかった」とする事業所が31.1％、「半分以上の労働者を
充てた」とする事業所が27.7％となっている。「その他」は「半分以上の労働者を充てた」とする
事業所が37.1％、「ほとんど又は全く充てなかった」とする事業所が27.8％となっている。（表４）

(単位：％）

●
●注 ［］内は、「人件費が割安だから」を雇用理由とした事業所の割合である。

就業形態 計 賃金 賞与 退職金 法定福利費
法定外福利

費
教育訓練費 募集費 その他

パート

その他

［６５．３］１００．０７８．５７２．８５１．０３２．４４

［５７．９］１００．０

●P４ ２．８４．１０．７

7６．４７５．６６０．３２２．６４．８２．０２．７２．１

就業形態

パート等労働

者を雇用して
いる事業所

人件費
が割安
だから

業務が
増加し
たから

学卒等
一般の

正社員
の採

用､確
保が困

難だか
ら

の

人が集
めやす
いから

的
忙
処
た

時
繁
対
る

一
な
に
す
め

１日の

忙しい
時間帯
に対処

するた
め

●
●

の
入
用
い

験
識
能
る
採
た
ら

経
知
技
あ
を
し
か

簡単な

仕事内
容だか

ら

仕事量
が減っ
たとき

に雇用

調整が
容易だ
から

退職し
た女性
正社員
の再雇

用に役
立つか

ら

定年社
員の再
雇用．

勤務延
長策と
して

その他 不明

平成13年

パート

その他

［56.6］１００．０６５．３１７．１５､８１７．８２７．３３９．２１２．２３１．４１６．４５．１７．３ 6.5一

［15.3］１００．０５７．９２１．５６．４８．１１７．３１１．０１９．８１５．７１９．６２．５１３.５１３．００．０

平成７年

パート

その他

［47.9］100.038.329.810.719.9９．３３７．３１３．２３５．７１２．４５．８４．４９．０

［12.6］100.029.326.8９．１９．８１０．７９．２２１．１１９．０１２．８２０．９３．６１６．８

就業形態
パート等労働者を雇
用している事業所

半分以上の労働
者を充てた

半分未満の労働
者を充てた

ほとんど又は全

く充てなかった

過去１年間パー

ト等労働者を雇
い入れていない

不明

パート

その他

［５６．６］100.0２７．７１９．８３１．１１７．６３．８

［１５．３］100.0３７．１１３．８２７．８１９．０２．３



パート等労働者の採用時における労働条件の明示についてみると、「パート」採用時に「労働条

件を明示している」事業所の割合は98.4％（前回98.2％）となっており、明示方法としては、「主

に口頭で説明している」とする事業所が最も多く４５．９％（同59.6％)、次いで「主に労働条件通知

書等書面を交付している」４０．２％（同24.6％)、「主に就業規則を交付している」１２．７％（同14.4

％）の順となっている。「その他」については、「労働条件を明示している」事業所の割合は96.3

％（同97.6％）となっており、明示方法としては、「主に労働条件通知書等書面を交付している」
とする事業所が最も多く５１．４％（同35.3％)、次いで「主に口頭で説明している」２８．１％（同36.7

％）、「主に就業規則を交付している」１７．７％（同24.4％）の順となっている。前回調査と比較す
ると、「パート」、「その他」とも「主に口頭で説明している」とする事業所の割合が低下し、「主

に労働条件通知書等書面を交付している」とする事業所の割合が上昇している。（表６）

パート等労働者を雇用している事業所のうち、職務・責任が正社員と同じ労働者がいる事業所の

割合は「パート」で40.7％、「その他」で53.7％となっている。これを主な産業でみると、「パー

ト」では「サービス業」（42.0％)、「卸売・小売業，飲食店」（41.8％)、「製造業」（38.1％)、「そ

の他」では「卸売･小売業，飲食店」（58.6％)、「サービス業」（51.5％)、「製造業」（51.1％）とな

っている。（表５、図４）

表５正社員と職務・責任が同じパート等労働者の有無及び割合別事業所数割合

(単位：％）

表６労働条件の明示の有無及び明示方法別事業所数割合

注：１）［

２）（

］内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

）内は、職務・責任が正社員と同じ「パート」又は「その他」がいる事業所を100とした割合である。

６労働条件の明示

注：１）［］内は、全事業所のうち、「パートｊ及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

２）（）内は、「労働条件を明示している」事業所を１００とした割合である。

５正社員と職務・責任が同じパート等労働者

(単位：％）

－４１－

就業形態、
主な産業

パート等労働者を雇用し

ている事業所

職務・責任が正社員
と同じパート等労働
者がいる

パート全体に占める割合又はその他全体に占める割合

1割未満
1割以上
3割未満

3割以上
5割未満

5割以上

職務・責任が
正社員と同じ
パート等労働
者はいない

不明

パート

産 業計

製造業

卸売・小売業，飲食店

サ－ビス業

その他

産 業計

製造業

卸売・小売業 、 飲食店

サービス業

６
７
３
５
６
１
７
２

Ｌ
０
２
２

●
●
●
■

３
３
５
２

７
２
０
５
７
８
７
３

●
●
一
●
●
●
●
●
●

５
８
３
５
４
８
８
６

５
５
５
５
４
４
３
４

印
の
①
印
①
の
の
帥

●
●
●
●

●
●
●
●

２
４
２
３
６
５
４
５

３
３
２
４
４
４
３
５

く
く
く
く
く
く
く
く

9.6）

9.0）

10.5）

8.6）

7.8）

13.5）

5.4）

9.4）

く
く
く
く
ｆ
く
く
く

19.2）

22.6）

19.3）

20.4）

15‘6）

10.2）

18.8）

16.2）

く
く
く
く
く
く
く
く

（38.7）

（33.7）

（48.2）

（27.5）

（30.1）

（30.9）

（41.4）

（19.0）

①
①
０
０
①
⑩
①
⑳

●
●
●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０

１
１
１
１

１
１
１
１

く
く
く
く
く
く
く
く

７
１
８
０
７
１
６
５

●
●
●
●

●
●
●
●

０
８
１
２
３
１
８
１

４
３
４
４
５
５
５
５

100"0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

6］

6］

9］

8］

１
１
１
１

３
６
５
７

●
●
●
●
ロ
●
●
●

６
３
０
８
５
４

５
５
７
５
１
１
１１

２０

ｌ
ｆ
１
１
１
１
１
１

就業形態
パー 卜等労働者を
雇用している事業所

明示方法

その他

主に就業
規則を交
付してい

る

に労働
件通知
等書面
交付し
いる

主
条
書
を
て

労働条件を

主に口頭
で説明し

ている

明示している

労働条件
を明示し

ていない
不明

平成１３年

パート

その他

［５６．６］１００．０９８．４（１００．０）（４５．９）（４０．２）（１２．７）（１．１）１．６

［１５．３］１００．０９６．３（１００．０）（２８．１）（５１．４）（１７．７）（２．８）３．７
平成７年

パート

その他

［４７．９］１００．０９８．２（１００．０）（５９．６）（２４．６）（１４．４）（１．４）１．８

［１２．６］１００．０９７．６（１００．０）（３６．７）（３５．３）（２４．４）（３．６）１．８０．６



７雇用契約

パート等労働者を雇用している事業所のうち｢雇用契約期間を決めている｣事業所は「パート」で
52.9％、「その他」で71.7％となっている。うち、１年を超えて雇用している労働者に対し雇用契
約期間を更新しない場合の予告を「３０日以上前に行っている」とする事業所は「パート」で50.3
％、「その他」で51.7％となっている。

また、雇用契約期間を決めてパート等労働者を雇用している事業所のうち、当該契約更新の際、
「次回雇用期間の定めのある契約に更新する」とする事業所は「パート」で90.0％、「その他」で
91.3％となっている。その理由を「雇用調整がしやすいから」とする事業所が「パート」、「その
他」ともに最も多く、それぞれ55.4％、５２．０％となっている。（表7-1,;表7-2,図5）

就業形態

パート

その他

注：１）［

２）（

就業形態

パート

その他

表７－１雇用契約期間の有無及び予告の時期等別事業所数割合

パート等労働者
を雇用している
事業所

雇用契約期間
を決めている

１年を超

えて雇用
している

予告の時期等

｜、

'30日以上
|前に行っ

'ている

３０日前に
行ってい
ない

Ｉ
個々の場合
により異な
る

(単付：％）

－

１年を超

えて雇用

していな
’い

決めて

いない

［５６．６］100.0５２．９（100.0）（７２．９）（５０．３）（３．８）（１８．８）（２７．１）４７．１

［１５．３］１００．０７１．７（100.0）（６７６３）（５１．７）（２．３）（１３．３）（３２．７）２８．３

]内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

)内は､｢雇用契約期間を決めている｣事業所を100とした割合である。

表７－２雇用契約の更新方法及び更新理由別事業所数割合

雇用契約期間を決
めている

次回雇用期間の
定めのある契約に
更新する

雇用調整
がしやす
いから

(理由）

定めのな
い契約に
した場

合、労働
条件等を

正社員と
同じ処遇

にする必

要がある

から

特に労働
者から定
めのない

契約への
希望がな
いから

その他

次回雇用
期間の定
めのない

契約に更
新する

(単位：％）

雇用契約
を更新し
ない

［５２．９］100.0９０．０（100.0）（５５．４）（１１．０）（１１．０）（２２．６）６．２３．８

［７１．７］100.0９１．３（100.0）（５２．０）（16.3）（６．２）（２５．４）３．８４．９
注：１）［］内は、「雇用契約期間を決めている」事業所の割合である。

２）（）内は、「次回雇用期間の定めのある契約に更新する」事業所を１００とした割合である。

８就業規則

パート等労働者を雇用している事業所のうち、就業規則がある事業所の割合は「パート」で84.7

％となっており、うち「パート」に適用される事業所の割合は74.1％となっている。

また、「その他」では就業規則がある事業所の割合は90.6％となっており、うち「その他」に適

用される事業所の割合は80.1％となっている。（表８）

表８就業規則の有無、適用の有無別事業所数割合

(単位：％）

就業形態
パート等労働者を
雇用している事業所

就業規則がある
適用される 適用されない

就業規則がない 不明

パート

その他

［５６．６］１００．０８４．７（100.0）（７４．１）（２５．９）１５．２０．１

［１５．３］１００．０９０．６（１００．０）（８０．１）（１９．９）９．３０．１

注：１）［］内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

２）（）内は、「就業規則がある」事業所を１００とした割合である。

－４２－



(単位：％）

パート等労働者を雇用している事業所のうち、平成13年９月に所定外労働（残業）を行った「パ

ート」がいた事業所は32.5％（前回31.9％)、「その他」がいた事業所は55.1％（同51.6％）とな

っている。

また、所定労働日以外に勤務した「パート」がいた事業所は12.2％（同１７．４％)、「その他」がい

た事業所は26.8％（同23.0％）となっている。（表９）

表９９月の所定外労働の状況、所定労働日以外の勤務状況別事業所数割合
(単位：％）

９９月の所定外労働

注：１）

２）

３）

［］内は、全事業所のうち、「パート」、「その他Ｊ及び「正社員」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

正社員はパート等労働者のいる事業所の正社員の数字であり､正社員のみの事業所は集計対象としていない。

平成７年は、正社員について調査を行っていない。

１０年次有給休暇

パート等労働者を雇用している事業所のうち、年次有給休暇を「パート」に与えている事業所の

割合は61.1％（前回56.2％）となっており、うち「出勤日数又は勤務時間に応じて比例付与してい

る」事業所の割合が最も多く４８．４％（同41.6％）となっている。また、「その他」に年次有給休暇

を与えている事業所の割合は78.1％（同77.5％）となっており、うち「正社員と同じ日数を付与し

ている」事業所が最も多く３９．８％（同43.3％）となっている。（表１０）

表１０年次有給休暇付与状況別事業所数割合

－４３－

注：１）［］内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

２）（）内は、「年次有給休暇を与えている」事業所を100とした割合である。

就業形態
パート等労働者を
雇用している事業所

９月の所定外労働の状況

所定外労働を
行った労働者は
いた

所定外労働を
行った労働者は
いなかった

９月の所定労働日以外の勤務状況

勤務した
はいた

労働者 勤務した労働者
はいなかった

平成13年

パート

その他

［56.6］100.0３２．５６７．５１２．２８７．８

［15.3］100.0５５．１４４．９２６．８７３．２

議蕊慧蕊 ■
由
■
●
◆
即

◆
ｅ
◆
申
告
申
一

守
勺
■
◆
●
●
■ 議

藷
…
爵

》
§
》
§

叢
＃
蕊

癖
罫
麹

蕊
誕
謹

蚤
誤
婁
。
●
蚤

§
識
準
驚

■
や
■
Ｐ
●
写
●
■
１
０
４
＄
■
■
■

》
》
》
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
密
垂
繍 議蕊蕊灘蕊譲蕊雲蕊雲議霧議謹議議議蕊蕊譲議議

平成７年

パート

その他

［47.9］100.0３１．９６８．１１７．４８２．６

［12.6］100.0５１．６４８．４２３．０７７．０

就業形態
パート等労働者を

雇用している事業所
年次有給休暇を
与えている

付与状況

正社員と同
じ日数を付
与している

出勤日数又
は勤務時間
に応じて比

例付与して
いる

その他

年次有給
休暇を与え
ていない

不明

平成13年

パート

その他

［56.6］100.0６１．１（１００．０）（24.5）（48.4）（27.1）３８．７０．２

［15.3］100.0７８．１（100.0）（39.8）（32.2）（２８．１）２１．８０．１

平成７年

パート

その他

［４７．９］100.0５６．２（100.0）（23.6）（41.6）（34.9）４３．８

［12.6］１００．０７７．５（１００．０）（43.3）（27.5）（29.3）２２．５



１１賃金

（１）賃金決定項目

パート等労働者を雇用している事業所の採用時の賃金決定項目（複数回答）をみると、「同じ
地域・職種のパートの賃金相場」とする事業所が「パート」、「その他」ともに最も多く、それ
ぞれ67.4％（前回61.1％)、４９．５％（同38.1％）となっている。（表11,図6）

就業形態

平成13年

パート

その他

平成７年

パート

その他

表１１採用時の賃金決定項目別事業所数割合

パート等労働者を

雇用している事業所

同じ地

域･職種
のパート

の賃金相
場

同じ職種

の正社員
の賃金

地域・産
業別最低
賃金

経験年数
に応じて

年齢に応
じて

仕事の困
難度に応
じて

(複数同饗E）（蛍付・９A）

その他 不明

［56.6］100.0６７．４１０ヤ２１４．１２５．１７．３２６．５９．７０．２

［15.3］１００．０４９．５１６．１１０．１３０．２１１．８３０．４１９．８

［47.9］100.0６１．１１２．９１３．６２８．４１０．６２８．５１４．８

［12.6］100.0３８．１２５．５１６．５３４．９１８．２２５．５２３．３

注：［］内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

(2)正社員との賃金差の有無及び差のある理由

同じ職種の正社員の初任給１時間当たりの賃金とパート等労働者の採用時の１時間当たりの賃

金に差がある事業所は「パート」で83.7％、「その他」で84.5％となっている。その理由（３つ

までの複数回答）をみると、「責任の重さが違うから」とする事業所が「パート」、「その他」と

もに最も多く、それぞれ65.0％、５８．６％、次いで「職務内容が違うから」がそれぞれ62.6％、
４９．９％となっている。（表12-1、表12-2）

就業形態

パート

その他

表１２－１正社員との賃金差の有無別事業所数割合

パート等労働者を

雇用している事業所
賃金額に差がある 賃金額の差はない 不明

［56.6］１００．０８３．７１２．４３．９

［15.3］100.0８４．５１３．８１．８

(単位：％）

注：［］内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他Ｊをそれぞれ雇用している事業所の割合である。

就業形態

パート

その他

表１２－２正社員との賃金差がある場合の理由別事業所数割合

賃金額に差がある
職務内容
が違うか
ら

責任の重
さが違う
'

'から

勤務時間
の自由度
が違うか
ら

(単位：％）

理由（複数回答３つまで）

残業時
間･回数
が違うか
ら

配置転換
の頻度が
違うから

正社員に
は企業へ

の貢献が
より期待

|できるか
,ら

もともと

そういっ

た契約内
容で労働

者も納得
している

から

正社員の
賃金を下
げること

ができな

いから

その他

［83.7］１００．０６２．６６５．０４５．１７．４５．２１１．４３２．３２．３８．９

［84.5］100.0４９．９５８．６１８．７４．６５．４１１．３４２．７３．９１７．６

注：［］内は、「賃金額に差がある」事業所の割合である。

－４４－



表１３－２賃金昇給の決定項目別事業所数割合

表１３－１賃金昇給の状況別事業所数割合

(単位：％）

(3)賃金の昇給

パート等労働者を雇用している事業所のうち、過去１年間に賃金の昇給を行った事業所の割合

は「パート」では52.4％となっており、うち「全員に行った」４４．３％、「一部の労働者について

行った」５５．７％となっている。「その他」では、賃金の昇給を行った事業所の割合は47.5％とな

っており、うち「全員に行った」５９．１％、「一部の労働者について行った」４０．９％となっている。

また、賃金の昇給を行った事業所について、賃金の昇給決定の際に考慮した項目（複数回答）

をみると、「パート」では「能力の向上に応じて」とする事業所が最も多く５１．８％（前回36.2％)、

次いで「経験年数に応じて」４８．３％（同43.5％）となっている。「その他」では「経験年数に応

じて」とする事業所が最も多く４２．７％（同42,9％)、次いで「能力の向上に応じて」３９．３％（同

３０．７％）となっている。前回調査と比較すると、「パート｣、「その他」ともに、「能力の向上に応

じて」とする事業所の割合が上昇しているのに対して、「同じ地域・職種のパートの賃金相場｣、

「同じ職種の正社員の賃金｣、「物価上昇に応じて」とする事業所の割合が低下している。（表１３

－１、表13-2、図7-1、図7-2)。

勺’十グ弓挙貢工君苫后 の4HＩｌ鮎

2）正社員はパート等労働者のいる事業所の正社員の割合であり､正社員のみの事業所は集計対象としていない。
３）（）内は、「賃金の昇給を行った」事業所を100とした割合である。

注：１）Ｌ」内は、全事業所のうち、「パート」、「その他」及び「正社員」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

(複数回答)(単位：％）

注：［］内は、「賃金の昇給を行った」事業所の割合である。

－４５－

就業形態
パート等労働者を雇用し
ている事業所

賃金の昇給を行った 全員に
行った

’'---部の労働
|者について
行った

全員に
行って
いない

パート

その他

雲謹議議議蕊

［５６．６］100.0５２．４（100.0）（44.3）（55.7）４７．６
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１
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１
…
３
癖
議

●
＃
龍
§
．
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５
＃
１
蕊

ｆ
鐸
ｆ
誰

就業形態
賃金の昇給を
行った事業所

同じ地

域･職
種の

パート

の賃金
相場

同じ職
種の正

社員の
賃金

経験年
数に応
じて

年齢に
応じて

仕事の
困難度
に応じ
て

物価上

昇に応
じて

業績に
応じて

能力の

向上に

応じて

地域．
産業別
最低賃
金の改
定に応
じて

その他

平成13年

パート

その他

［52.4］100.024.1５．５４８．３３．４２７．８２．４２６．３５１．８７．５５．２

［47.5］100.016.415.742.7６．５１９．８４．０２９．２３９．３６．０１１．５

平成７年

パート

その他

［80.1］100.039.014.543.5６．６２３．８１０．２２１．６３６．２１１．１８．３

［７５．２］100.027.425.542.910.420.613.２２２．７３０．７１４．０１７．２



注：正社員はパート等労働者のいる事業所の正社員の割合であり、正社員のみの事業所は集計対象としていない。

手当及び各種制度の実施状況（複数回答）をみると、「パート」は、通勤手当66.6％（前回70.2

％)、賞与45.5％（同56.4％)、定期昇給20.8％（同29.4％）を実施している事業所が多いが、これ
らを前回調査と比較すると、いずれも実施割合が低下している。

「その他」も、通勤手当73.2％（同70.5％)、賞与53.7％（同66.7％)、定期昇給22.5％（同33.4

％）を実施している事業所が多いが、これらを前回調査と比較すると、通勤手当の実施割合は上昇

したが、賞与、定期昇給の実施割合は低下した。（表14-1,表14-2）

各種手当の実施状況別事業所数割合表１４－１

(複数回答）（単位：％）

１２手当及び各種制度

表14-2各種制度の実施状況別事業所数割合
(複数.答９（津叫立:％）

注:正社員はパート等労働者のいる事業所りつ正社員鳴恰であり、正社員のみの事業所は集計対象としていな1'も

－４６－

就業形態

パート等労働者を
雇用している事業
所

制
雛 賞与

雛
熟
鵬
雛
腿
灘

能力活用制度

》
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》
糊 その他

平成１３年
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●
●
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●
曲
。
●
■
ｐ
■
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●
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●
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■
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●
ユ

●
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■
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ａ
●
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パート

その他

蕊霧議

[56.6］１００．０２０．８１４．３４５．５５．４８．３９．２４．２２．６１．２

［15.3］100.0２２．５２０．９５３．７７．５１４．２１３．０７．０３．８３．１

平成7年

パート

その他

[47.9］１００．０２９．４３０．７５６．４１４．８９．０１４．５ 3.1３．１０．９

[12.6］1００．０３３．４３３．５６６．７１４．３２１．３２１．０６．９３．１２．２

就業形態
パート等労働者を
雇用している事業

所

手当の種類

通勤手当 精勤手当 役職手当 家族手当 住宅手当 その他

平成13年

パート

その他

鵜鱗

［56.6］100.0６６．６１１．１６．７１．９１．４１２．９

平成７年

パート

その他

［47.9］100.0７０．２１３．３６．８２．０１．２１３．９

［12.6］100.0７０．５１６．８７．４１４８１３．７２１．７



「パート」を雇用している事業所で、正社員への転換制度がある事業所の割合をみると４６．４％

（前回46.1％）となっており、主な産業でみると、「卸売・小売業，飲食店」５３．９％、「製造業」

41.6％、「サービス業」３８．３％の順になっている。また、「その他」を雇用している事業所で、正社

員への転換制度がある事業所の割合をみると、４０．８％（同28.3％）となっており、主な産業でみる

と、「卸売・小売業,飲食店」４３．２％、「製造業」３９．１％、「サービス業」３６．２％の順になっている。
（表15）

表１５正社員への転換制度の有無別事業所数割合

(単位：％）

－４７－

注：［ ]内は、全事業所のうち、「パート」及び「その他」をそれぞれ雇用している事業所の割合である。

１３正社員への転換制度

主な産業
｢パート」を雇用
している事業所

｢パート」から
正社員への転換制度

あり なし

｢その他」を雇用
している事業所

｢その他」から
｜正社員への転換制度

あり なし

平成13年

産 業計

製造業

卸売・小売業,飲食店

サ ー

ビス業

59.2

60.9

56.8

63.8

40.8

39.1

43.2

36.2

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１

15.3

14.6

11.5

20.7

１
１
ｆ
ｆ

53.6

58.4

46.1

61.7

46.4

41.6

53.9

38.3

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１

56.6

53.6

70.9

58.8

Ⅱ
ｆ
ｆ
ｆ

平成７年 ［12.6］100.0［47.9］100.0４６．１５３．９２８．３７１．７



パート等労働者の年齢構成をみると、「パート」では「４５～４９歳」の年齢階級の労働者が最

も多く１３．７％、次いで「２０～２４歳」１２．８％、「５０～５４歳」１２．４％、「４０～４４歳」１１．７
％となっている。「その他」では「２５～２９歳」の年齢階級の労働者が最も多く１４．９％、次いで

「２０～２４歳」１４．１％、「６０～６４歳」１１．７％となっている。

男女別にみると、「パート」の男では「２０～２４歳」の年齢階級の労働者が最も多く３２．２％と

なっており、女では「４５～４９歳」の年齢階級の労働者が最も多く１７．１％となっている。また、

「その他」の男では「６０～６４歳」の年齢階級の労働者が最も多く２１．９％となっており、女では

「２５～２９歳」の年齢階級の労働者が最も多く１５．９％となっている。

なお、「パート」の平均年齢は41.5歳（前回40.9歳)、「その他」の平均年齢は41.8歳（同44.8歳）

となっている。（表16、図8）

表１６年齢階級別パート等労働者数割合
(単位：％）

－４８－

注：［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

く個人調査〉

１年齢構成

就業形態、
性

計
1５ヘジ

19歳

2０へザ

24歳

2５戸、ザ

29歳

3０宍～

34歳

3５ヘゴ

39歳

4０～

44歳

4５へ＝

49歳

5０～

54歳

5５〆、ヴ

59歳

6０〆、ゴ

64歳
65歳
以上

平均

年齢

(歳）

平成13年

パート計

男
女

その他計

男
女

4.5

12.2

２．１

5.5

11.0

１．４

８
９
６
７
９
２

６
３
４
Ｌ
Ｌ
４

●
●
●

１

１
２

７．９

５．５

８．７

８．１

１０．４

６．４

４
４
５
６
４
１

●
●
●

●
●
●

２
２
５
０
７
３

１

１
１

１

７
６
１
６
７
５

３
２
７
８
４
Ｌ

●
●
●

１

１

１

７
９
４
４
４
６

●
●
●

●
●
●

１
２
４
８
５
０

１

１

１

５
２
４
５
４
１

●
●
●

９
３
Ｌ
７
５
９

１

６
３
６
５
１
２

●
●
●

●
●
●

７
４
８
９
７
１１

２
３
６
９
６
９

●
●
●

●
●
●

９
１
８
４
３
５

１

１
１
１

12.8

32.2

6.8

14.1

11.9

15.8

９
３
２
０
３
８

３
９
２
Ｌ
Ｌ
Ｑ

●
●
●

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

100.0

２３．６

76.4

100.0

４２．５

５７．５

ｆ
ｆ
Ⅲ
Ⅲ
ｆ
Ⅲ

５
０
５
８
１
６

１
８
２
Ｌ
６
８

●
●
●

４
３
４
４
４
３

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

4.0

11.9

１．７

7.4

13.9

２．３

３
５
８
７
９
２

●
●
●

●
●
●

６
４
３
５
８
５

１

１
２

８
８
．
１
７
０
０

●
●
●

●
●
●

６
５
７
０
４
８

１
１

９
８
０
５
８
７

９
２
２
９
６
Ｌ

●
●
●１

１

４
３
０
７
７
６

●
●
●

●
●
●

６
４
０
０
５
４

１

２
１
１

５
６
０
０
０
２

４
２
８
＆
４
Ｌ

●
●
●

１

１

１

７
３
５
４
１
８

●
●
●

９
３
Ｌ
７
３
０

１

１

１
９
３
７
７
３

●
●
●

●
●
●

７
２
８
７
５
９

６．９

６．５

７．０

８．８

７．１

１０．２

６
８
０
６
０
４

●
●
●
●
●
●

３
２
８
２
９
５

１
３
１
１

９
６
６
５
８
３

４
２
２
Ｌ
Ｌ
Ｌ

●
●
●

１

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

100.0

２２．７

77.3

100.0

４４．２

５５．８

Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
に
！

９
２
７
８
３
４

●
●
●

●
●
●

０
８
１
４
０
０

４
３
４
４
５
４



（l這付・ｑｆ）

「配偶者がいる」労働者の割合を男女別にみると、「パート」の男では37.8％（前回４０．７％)、

女では72.6％（同77.6％)、「その他」の男では56.4％（同72.8％)、女では49.6％（同60.3％）と

なっている。（表17）

表１７配偶者の有無別パート等労働者数割合

（単位：％）

－４９－

Ｓ就業の実態

(1)主な生活の収入源

主な生活の収入源をみると、「パート」では「主に配偶者の収入で生活」とする労働者が最も
多く５０．８％、次いで「主に自分の収入で生活」２７．７％となっている。「その他」では「主に自分
の収入で生活」とする労働者が最も多く５６．１％、次いで「主に配偶者の収入で生活」２５．０％とな

っている。「パート」を男女別にみると、男は「主に自分の収入で生活」５７．４％、女は「主に配

偶者の収入で生活」６５．９％がそれぞれ最も多くなっている｡｢その他」を男女別にみても、男は
「主に自分の収入で生活｣８５．６％、女は「主に配偶者の収入で生活」４２．６％がそれぞれ最も多く
なっている。（表18）

表１８主な生活の収入源別パート等労働者数割合

注：［］内は男女別構成比である。（表１－１を参照）

とＬＬＦ。圧：Ｉ」内は男女別構成比である。（表１－１を参照）

２配偶者の有無

就業形態、
性

計 主に自分の
収入で生活

主に配偶者の
収入で生活

主に親の
収入で生活

主に子供の
収入で生活

その他

平成１３年

パート計

男
女

その他計

男
女

４．２

５．４

３．８

４．３

４．４

４．２

８
６
９
３
３
３

●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０

６
０
９
３
４
６

●
●
●
●
●
●

６
５
０
４
８
８

１
３
１
１
１

８
７
９
０
３
６

●
●
●
●
●
●

０
１
５
５
１
２

５
６
２
４

２７．７

５７．４

１８．５

５６．１

８５．６

３４．３

1００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

１００．０

２３．６

７６．４

１００．０

４２．５

５７．５

に
Ⅲ
ｆ
ｆ
！
Ⅲ

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

２．４

３．６

２．１

３．１

２．３

３．８

４
１
１
９
５
２

●
●
●

●
●
●

１
２
１
０
０
１

４
０
５
４
５
０

●
●
●
●
●
●

６
０
９
２
６
７

１
４
１
１

４
６
３
０
１
７

●
●
●
●
●
●

６
２
２
０
１
２

５
７
３
５

２３．４

５１．７

１５．０

５３．７

８９．６

２５．３

1００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

１００．０

２２．７

７７．３

１００．０

４４．２

５５．８

ｆ
ｆ
ｌ
ｆ
ｆ
ｆ

就業形態、性 計 配偶者がいる 配偶者はいない

平成１３年

パート計

男
女

その他計

男
女

６
２
４
５
６
４

●
●
●
●
●
●

５
２
７
７
３
０

３
６
２
４
４
５

４
８
６
５
４
６

●
●
●
●
●
●

４
７
２
２
６
９

６
３
７
５
５
４

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

０
６
４
０
５
５

●
●
●
●
●
●

１００

２３

７６

１００

４２

５７

に
Ⅲ
Ⅲ
Ⅲ
Ｅ
ｆ

平成７年．

パート計

州男

女

その他計

男
女

３０．８

５９．３

２２．４

３４．２

２７．２

３９．７

６９．２

４０．７

７７．６

６５．８

７２．８

６０；３

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

０
７
３
０
２
８

●
●
●
●
●
●

１００

２２

７７

１００

４４

５５

ｆ
ｆ
ｆ
Ⅲ
ｆ
ｌ



(3)雇用契約期間

現在勤務している会社に雇用された時、「雇用契約期間が決められていた」労働者の割合は

「パート」で44.3％、「その他」で62.2％となっており、雇用契約期間をみると、「１２カ月」

の労働者が「パート｣、「その他」ともに最も多く、それぞれ47.3％、５９．１％、次いで「６カ月」

がそれぞれ27.0％、１９．５％となっている。

また、平均契約月数は「パート」で8.2カ月、「その他」で9.4カ月となっている。（表20）

表１９勤続期間別パート等労働者数割合

(単位：％）

注：［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

(2)勤続期間

現在勤務している会社での勤続期間をみると、「パート」、「その他」とも「１～３年未満」と
する労働者が最も多く、それぞれ28.0％、２８．９％となっているｄまた、平均勤続期間をみると、

「パート」で4.9年（前回4.6年)、「その他」で5.0年（同5.9年）となっている。

「パート」を男女別にみると、男女とも「１～３年未満」の労働者が最も多く、それぞれ37.7

％、２５．０％となっている。また、「その他」を男女別にみても、男女とも「１～３年未満」の労
働者が最も多く、それぞれ28.7％、２９．１％となっている。（表19）

表２０雇用契約期間の有無､契約期間階級別パｰﾄ等労働者数割合及び平均契約月数
(単位：％）

注：（）内は「雇用契約期笥が決められていた」労働者を１００とした害冶である。

－５０－

就業形態 計 蕊毒撫
1ヵ月 2ヵ月 3ヵ月

4～

契約期間

5ヵ月
6ヵ月

7～

11ヵ月|川|壷’ 不明

決められ

ていない

平均契
約月数
(ヵ月）

パート

その他
100.044.3（100.0）（0.9）（10.2）（１０．５）（1.7）（27.0）（1.8）（47.3）（0.7）（ ）５５．７

100.062.2（100.0）（1.4）（4.4）（9.7）（1.7）（19.5）（3.1）（59.1）（1.1）（0.0）３７．８

8.2

9.4

就業形態、
性

計 1年未満
１宗、ザ 3年
未満

３～５年
未満

５戸、ご 10年
未満

10～20年
未満

20年以上
平均勤続
期間
(年）

平成13年

パート計

男
女

その他計

男
女

６
６
９
５
２
９

ワ
●
●
●
●
●
●

２
１
２
４
５
３

1３．０

５．７

１５．２

１０．８

７６８

１３．０

1９．６

１１．０

２２．２

１５．８

１５．１

１６．４

'７．１

１５．８

１７．５

１６．８

１７．９

１６．０

０
７
０
９
７
１

●
●
●
●
●
●

８
７
５
８
８
９

２
３
２
２
２
２

19.8

28.3

17.2

23.2

25.3

２１．７

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

1００．０

２３．６

７６．４

１００．０

４２．５

５７．５

ｆ
ｆ
Ⅲ
！
ｆ
Ⅲ

９
３
４
０
９
１

●
●
●
●
●
●

４
３
５
５
４
５

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

５
７
４
１
０
８

●
●
●
●
●
●

１
１
１
６
９
３

1０．９

5.7

12.4

12.8

10.5

14.6

３
３
３
６
２
７

●
●
●
●
●
●

０
３
２
９
８
０

２
１
２
１
１
２

18.9

16.8

19.5

16.7

16.2

17.1

３
６
８
３
５
８

●
●
●
●
●
●

７
２
５
２
０
３

２
３
２
２
２
２

21.2

30.0

18.6

22.5

25.6

20.1

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

1００．０

２２．７

７７．３

１００．０

４４．２

５５．８

ｌ
ｆ
１
１
！
！

６
５
８
９
５
７

●
●
●
●
●
●

４
３
４
５
６
５



(5)仕事内容が同じと思う正社員との賃金差の意識

「パート」は「比べられる正社員がいない（わからないを含む)」とする労働者の割合が33.7

％、次いで「低いと意識したことはない」２８．７％、「低いと意識したことがあるが納得できる」
２１．５％、「低いと意識したことがあり納得できない」１５．８％となっている。（表22、図９）

表２１雇用契約更新の有無、更新回数別パート等労働者数割合及び平均更新回数
(単位：％）

注：１)［］内は「雇用契約期間が決められていた」労働者の割合である。

２)（）内は「更新したことがある」労働者を100とした割合である。

(4)雇用契約更新

現在勤務している会社で契約を更新したことがある労働者の割合は「パート」で85.5％（前回

８３．６％)、「その他」で76.8％（同77.5％）となっており、更新回数をみると、「５～１０回」と

する労働者の割合が「パート」、「その他」ともに最も多く、それぞれ28.8％（同19.7％)、２３．３

％（同21.4％）となっている。

また、平均契約更新回数は、「パート」で7.8回（同9.5回)、「その他」で6.5回（同6.7回）と

なっている。（表21）

表2２正社員との賃金差の意識3リパート等労働者数割合

－５１－

僅付'２９ｲi）

就業邪熊 計
低ﾙ､と

とがあ

きる

低j,､と意識したこと
があり納得できない

意識したこと
比べられる正社員
がいない（わから

ないを含む）
不明

パート

その他

100.0２１．５１５．８２８．７３３．７０．３

100.0２８．１１８．０２５．２２８．５０．２

就業形態
雇用契約期間
が決められて

いた

更新したこと
がある

１回 ２回 ３回

更新回数

４回
５～

10回

11～

20回|霊’不明

更新
した

こと

がな
い蔦

不明

均
新
数

平
更
回
(回）

平成13年

パート

その他

［44.3］100.085.5（100.0）（16.3）（14.4）（10.1）（7.5）（28.8）（16.4）（6.4）（0.0）１４．４０．１

［62.2］100.076.8（100.0）（22.8）（15.9）（11.3）（9.2）（23.3）（12.4）（5.0）（0.0）２３．１０．１

7.8

6.5

平成７年

パート

その他

［36.8］100.083.6（100.0）（16.4）（11.0）（12.4）（15.5）（19.7）（14.7）（8.6）（1.7）１６．４一

［62.2］100.077.5（100.0）（18.6）（11.3）（13.8）（16.8）（21.4）（１１．７）（4.7）（1.8）２２．５一

9.5

6.7



(6)雇用保険等の加入状況

パート等労働者の雇用保険等の加入状況をみると、「雇用保険に加入している」労働者の割合

は「パート」で45.1％、「その他」で78.9％となっており、前回調査と比較すると、「パート」、
「その他」ともに上昇している。

また、厚生年金等の公的年金加入状況をみると、「パート」では「配偶者の加入している厚生

年金・共済年金の被扶養配偶者になっている」労働者の割合が最も多く３０．６％となっており、

「その他」では「厚生年金・共済年金に本人が被保険者として加入している」労働者の割合が最
も多く７０．０％となっている。（表23-1、表23-2）

表２３－１雇用保険加入の有無別パート等労働者数割合

（単位：％）

就業形態

平成１３年

平成７年

パート

その他

パート

その他

就業形態

パート

その他

雇用保険加入状況

計
加入している 加入していない 不明

1００．０４５．１５４．７０．２

１００．０７８．９２１．１０．１

1００．０３５．８６４．２

１００．０７４．７２５．３

表２３－２厚生年金等の公的年金加入の有無別パート等労働者数割合

厚生年金等の公的年金加入状況

計

(単位：％）

厚生年金・共済年
金に本人が被保険
者として加入して

配偶者の加入して
いる厚生年金・共
済年金の被扶養配
偶者になっている

国民年金に加入し
ている

いずれにも加入し
ていない

不明

いる

100.0２８．７３０．６２３．０１７．５・０．２

100.0７０．０５．６１５．７８．６ 0.1

(7)役職

パート等労働者の役職についてみると､；「役職についている」労働者の割合は「パート」で

１１．４％、「その他」で14.0％となっており、前回調査と比較すると、「パート」、「その他」とも

上昇している。また、役職別にみると「部課長、部課長代理クラス」は、Ｔパート」（1.0％)、

「その他」（14.4％)、「係長、主任クラス」は、「パート」（5.9％)、「その他」（8.2％)、「班長、

グループリーダークラス」は、「パート」（35.3％)、「その他」（18.3％）となっている。なお、

明確にこれらの役職ではない「その他の役職」についている者の割合は、「パート」（57.7％)、

「その他」（59.1％）となっている。（表24-1、表24-2）

表２４－１役職の有無別パート等労働者数割合
（単位：％）

就業形態

平成１３年

平成７年

パート

その他

パート

その他

就業形態

パート

その他

計 役職についている 役職についていない 不明

1００．０１１．４８７．９０．６

１００．０１４．０８５．５０．５

1００．０４．６９５．４

１００．０・８．１９１．９

表２４－２役職別パート等労働者数割合

役職

役職についている

、

(単位：％）

部課長、

Ｉ部課長代理クラス
係長、主任ク フ ス

班長、グループ
リーダークラス

その他

[１１．４］100.0１．０５．９３５．３５７．７

[１４．０］１００．０１４．４８．２１８．３５９．１

注：［］内は「役職についている」労働者の割合である。

－５２－



表２６別の会社での勤務の有無、勤務状況別パート等労働者数割合

表２５仕事の処理状況別パート等労働者数割合

(単位：％）

(9)別の会社での勤務

パート等労働者のうち、今の会社（現在の事業所）以外に「別の会社で働いている」労働者の

割合は「パート」で8.2％、「その他」で１．９％となっており、男女別にみると、「パート」の男

１４．３％、女6.3％、「その他」の男１．６％、女2.1％となっている。

別の会社で働いているパート等労働者のうち、「正社員として働いている」労働者の割合は、

「パート」で23.2％、「その他」で17.9％となっている。（表26）

(8)仕事の処理状況

パート等労働者の仕事の処理状況をみると、「主に正社員の指示に従って仕事を行っている」

労働者の割合が「パート」、「その他」ともに最も多く、それぞれ44.3％、３８．２％、次いで「一

部については仕事を任されている」労働者がそれぞれ27.2％、３１．３％、「主に自主的に判断し仕

事を行っている」労働者がそれぞれ１８．８％、２２．３％となっている６（表25）

－５３－

注：１）［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

２）（）内は「別の会社で働いている」労働者を100とした割合である。

(単位：％）

就業形態、
性

計
別の会社で
働いている 正社員として

働いている
'パート等とし

て働いている

別の会社で
働いていない

不明

計
男
女
計
男
女

ト

他の

パ
そ

０
０
０
１

●
一
●
●
●
－

０
０
０
０

８
７
７
１
３
９

●
●
●
●
●
・

１
５
３
８
８
７

９
８
９
９
９
９

76.8）

65.7）

84.6）

82.1）

81.0）

82.8）

く
く
く
く
く
く

（23.2）

(34.3）

（15.4）

（17.9）

（19.0）

（１７．２）

100.0）

100.0）

100.0）

100.0）

100.0）

100.0）

く
く
く
く
く
く

２
３
３
９
６
１

●
●
●
●
●
●

８
４
６
１
１
２

１

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

100.0

２３．６

76.4

100.0

４２．５

５７．５

Ⅱ
！
ｆ
ｆ
Ⅲ
Ⅲ

就業形態 計

主に自主的に判断

し仕事を行ってい
る

一部については仕
事を任されている

主に正社員の指示
に従って仕事を
行っている

その他 不明

パート

その他

100.0、１８．８２７．２４４．３８．９0.7

100.0２２．３３１．３３８．２７．８０．３



(1)働いている理由

パート等労働者の働いている理由（複数回答）をみると、「パート」では「家計の足しにする
ため」とする労働者の割合が最も多く５３．１％（前回53.5％）、次いで「生活を維持するため」
４７．３％（同33.8％)、「生きがい・社会参加のため」２３．６％（同21.3％)、「余暇時間を利用するた
め」２２．９％（同27.0％）等の順となっている。「その他」では「生活を維持するため」とする労
働者の割合が最も多く６９．９％（同59.4％）となっており、次いで「家計の足しにするため」３２．０
％（同32.1％）となっている。

男女別にみると、「パート」では、男が「生活を維持するため」とする労働者が最も多く６２．６
％（同46.3％）となっているのに対し、女は「家計の足しにするため｣､とする労働者が最も多く
５９．６％（同60.1％）となっており、「その他」では、「生活を維持するため」とする労働者が男
女ともに最も多く、それぞれ８１６２％（同75.3％)、６１．６％（同46.8％）となっている。
前回調査と比較すると、他の理由でほとんど変化がみられないのに対し、「生活を維持するた
め」とする労働者の割合が「パート｣、「その他｣ともに大きく上昇している。（表27、図１０）

表２７働いている理由別パート等労働者数割合

４仕事についての考え方

注：［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

－５４－

(複数回答）（単位：％）

就業形態、
性

計
生活を維
持するた
め

家計の足
しにする
ため

資格･技
能を活か
すため

以前の就
業経験を
活かすた
め

生きが

い･社会
参加のた
め

余暇時間
を利用す
るため

子供に手
がかから

なくなっ
たため

その他 不明

平成13年

パート計

男
女

その他計

男
女

１
０
１
０
１
０

●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０

５
１
８
９
２
７

●
●
●
●
一
●
●

７
３
５
６
酢
７
６

１
２
１
２
８
２
９

●
●
●
●
●
●

７
１
２
６
１
０

１

２
１

９
０
６
７
０
８

●
●
●
●
●
●

２
４
２
８
６
０

２
２
２
１

６
０
０
１
３
０

●
●
●
●
●
●

３
９
５
０
６
３

２
１
２
２
１
２

８
７
２
２
８
８

●
●
●
●
●
●

６
８
６
１
５
７

１
１

４
２
８
５
４
５

●
●
●
●
●
●

６
８
５
０
０
０

１
１
１

53.1

32.1

59.6

32.0

19.2

41.5

３
６
６
９
２
６

●
●
●
●
●
●

７
２
２
９
１
１

４
６
４
６
８
６

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

100.0

２３．６

７６．４

１００．０

４２．５

５７．５

１
１
に
！
ｆ
ｆ

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

一

一

一

一

一

－

６
６
６
４
４
５

●
●
●
●
●
●

８
５
６
７
７
７

１

９
５
６
９
８
４

●
●
●
●
●
●

１
２
７
８
０
５

２
２
１

０
５
２
６
９
４

●
●
●
●
●
●

７
６
７
９
４
３

２
２
２
１

３
６
６
３
９
６

●
●
●
●
●
●

１
６
２
２
６
６

２
１
２
２
１
２

８
０
２
２
７
４

●
●
●
●
●
●

６
９
６
１
４
８

１
１

１
２
８
９
６
４

●
●
●
●
●
●

６
７
５
１
２
１

１
１
１

53.5

31.0

60.1

32.1

15.3

45.4

８
３
２
４
３
８

●
●
●
●
●
●

３
６
０
９
５
６

３
４
３
５
７
４

100.0

100.0

100.0

100.0

100.０

１００．０

１
１
１
１
１
１

100.0

２２．７

77.3

100.0

４４．２

５５．８

Ⅱ
！
ｆ
Ⅱ
Ⅲ
！



表２８パート等労働者としての働き方を選んだ理由別労働者数割合
(複数回答）（単位：％）

－５５－

注：［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

(2)パート等労働者としての働き方を選んだ理由

パート等労働者としての働き方を選んだ理由（複数回答）をみると、「パート」では「自分の

都合のよい時間（日）に働きたいから」とする労働者の割合が最も多く５０．０％（前回55.0％)、

次いで「勤務時間・日数が短いから」３１．２％（同24.0％)、「仕事の内容に興味が持てたから」

２３．８％（同19.6％)、「正社員として働ける会社がないから」２１．１％（同13.7％）等の順となっ

ている。「その他」では「正社員として働ける会社がないから」とする労働者の割合が最も多く

３８．０％（同31.7％)、次いで「仕事の内容に興味が持てたから」２４．８％（同22.9％）となってい

る。前回調査と比較すると、「正社員として働ける会社がないから」とする労働者の割合が「パ

ート」、「その他」ともに上昇している。（表28卸図11）

就業形態、
性

計

自分の
都合の
良い時
間（日）

に働き
たいか

ら

勤務時
間・日

数が短
いから

賃金．
待遇が

良いか

ら

仕事の
内容に

興味が
持てた

から

すぐ辞
められ

るから

正社員
として

働ける
会社が
ないか

ら

●

の
で
員
て
な
ら

家事
育児
事情
正社
とし

働け
いか

病人・

老人等

の介護
で正社

員とし
て働け
ないか

ら

体力的

に正社

員とし
て働け
ないか

ら

友人 ●

知人が
パート

等で働
いてい

るから

その他 不明

平成13年

パート計

その他

男
女
計
男
女

５
９
３
８
６
３

●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
１
０

11.1

17.5

9.2

23.9

29.0

20.1

９
９
５
１
４
８

●
。
●
●
●
●
●

５
６
５
３
３
２

９
７
７
２
５
９

●
●
●
●
●
●

４
５
４
３
３
２

８
４
２
８
２
３

●
●
●
●
●
●

１
０
２
０
０
１

０
１
３
２
１
０

●
●
●
●
●
●

４
０
８
５
０
９

１

１

１
３
８
０
４
６

●
●
●
●
●
●

１
２
０
８
８
７

２
２
２
３
３
３

２
３
６
２
８
７

●
●
●
●
●
●

６
８
５
４
４
３

８
８
７
８
４
０

●
●
●
●
●
●

３
０
１
４
４
５

２
３
２
２
２
２

8.4

11.5

7.4

12.1

11.2

12.7

２
４
２
９
３
２

●
●
●
●
●
●

１
１
４
８
４
２

３
２
３
１

50.0

47.3

50.9

17.1

１１．９

２１．０

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

100.0

２３．６

76.4

100.0

４２．５

５７．５

ｆ
ｆ
ｆ
Ⅲ
１
ｔ

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

ー

一

一

一

ー

－

10.7

18.9

8.3

25.1

30.1

21.1

９
２
８
９
２
５

●
●
●

●
●
●

６
７
６
４
４
５

９
２
９
６
９
５

●
●
●

●
●
●

５
６
５
４
５
３

７
５
０
２
３
０

●
●
●

●
●
●

１
０
２
１
０
２

４
５
８
０
０
９

●
●
●

●
●
●

５
０
９
５
０
８

１

１

13.7

11.9

14.3

31.7

30.0

33.0

４
１
８
０
１
１

●
●
●

●
●
●

８
０
７
７
８
６

１
６
８
０
９
１
６

●
●
●

●
●
●

９
４
８
２
２
３

１
２
１
２
２
２

３
５
７
８
３
２

９
４
７
４
９
Ｌ

●
●
●

１

１
１
１

０
８
９
８
７
５

●
●
●

●
●
●

４
０
７
８
６
０

２
１
２
１

０
４
８
９
５
０

５
２
５
Ｌ
０
３

●
●
●

５
５
５
２
２
２

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

100.0

２２．７

77.3

100.0

４４．２

５５．８

１
１
Ⅲ
Ⅲ
ｆ
ｆ



表２９－１今の会社や仕事に対する不満・不安の有無別パート等労働者数割合
(単位：％）

－５６－

注：［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

表２９－２今の会社や仕事に対する不満・不安の内容別パート等労働者数割合
(複数回答）（単位：％）

(3)今の会社や仕事への不満・不安

今の会社や仕事に対して不満・不安があるパート等労働者の割合は「パート」で54.3％（前回
４１．２％)、「その他」で60.5％（同46.1％）となっている。

不満・不安の内容（複数回答）をみると、「パート」では「賃金が安い」とする労働者が最も

多く５１．１％（同52.3％)、次いで「雇用が不安定」２１．１％（同18.8％)、「有給休暇がとりにくい」

１９．２％（同15.3％)、「正社員になれない」１９．２％（同16.7％）等の順となっている。「その他」

でも「賃金が安い」とする労働者が最も多く４７．４％（同51.5％)、次いで「正社員になれない」

３６．４％（同38.1％)、「雇用が不安定」３０．６％（同28.8％)、「有給休暇がとりにくい」２１．４％（同

１７．２％）となっている。前回調査と比較すると､「不満・不安がある」労働者の割合が「パート｣、

「その他」ともに大きく上昇している（表29-1、表29-2,図12-1,図12-2)。

注：［］内は「不満・不安があるｊ労働者の割合である。

就業形態、
性

計
不満･不安が
ある

ｐ、

不満･不安は
ない

不明

平成13年

パート計

男
女

その他計

男
女

６
２
７
４
３
５

●
●
●

●
●
●

０
０
０
０
０
０

１
６
３
１
７
７

●
●
●

●
●
●

５
７
１
９
３
５

４
５
４
３
４
３

３
２
０
５
０
８

●
●
●

●
●
●

４
２
８
０
６
３

５
４
５
６
５
６

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

1００．０

２３．６

７６．４

１００．０

４２．５

５７．５

Ⅲ
！
ｆ
Ⅲ
ｆ
ｆ

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

ー●

一

一

一

一

一

８
１
４
９
５
８

●
●
●
●
●
●

８
０
５
３
５
４

５
７
５
５
６
４

２
９
６
１
５
２

●
●
●
●
●
●

１
９
４
６
４
５

４
２
４
４
３
５

100.0

100.0

100.0

100.0

100.０

１００．０

１
１
１
１
１
１

1００．０

２２．７

７７．３

１００．０

４４．２

５５．８

ｆ
ｆ
ｆ
Ⅲ
ｆ
ｆ

就業形態、
性

不満･不安がある

~－－－－

雇用が
不安定

賃金が
安い

労働時
間が希
望に合

わない

有給体
,暇がと

|りにく
い

仕事が
きつい

■I■■■■■■■■■■■■■■■

能力が

|活かせ
ない

平成13年

パート計

男
女

その他計

男
女

12.1

10.2

12.6

11.5

10.6

12.1

４
５
１
０
３
５

●
●
●
●
●
●

２
９
３
２
８
４

１

１
１

１

６
０
７
３
８
８

●
●
●
●
●
●

４
４
４
９
６
０

１
１
１

１

６
２
９
７
８
３

●
●
●
●
●
●

４
３
４
４
３
５

２
８
７
４
８
１

●
●
●
●
●
●

９
５
７
６
０
０

１
２
１
３
３
４

７
４
６
３
４
２

●
●
●
●
●
●

７
２
６
８
８
８

１
９
２
２
３
７
４

●
●
’
●
●
●
●

５
９
５
６
７
５

14.9

13.0

15.3

14.0

14.0

14.1

19.2

13.3

20.5

21.4

22.3

20.8

８
１
０
５
５
５

●
●
●
●
●
●

２
２
３
９
９
９

１
１
１

１
４
３
４
５
６

●
●
●
●
●
●

１
９
９
７
２
０

５
５
４
４
４
５

１
３
８
６
８
８

●
●
●
●
●
●

１
２
０
０
１
９

２
２
２
３
３
２

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

３
２
０
５
０
８

●
●
●
●
●
●

４
２
８
０
６
３

５
４
５
６
５
６

ｆ
ｆ
に
Ⅲ
！
！

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

13.8

15.1

13.6

12.4

14.8

１１．２

16.8

12.1

17.8

16.2

15.1

16.8

15.9

9.7

17.1

14.0

14.3

13.8

８
６
３
５
０
８

●
●
●
●
●
●

３
１
４
６
６
６

'6.7

15.1

17.0

38.1

26.8

43.7

９
１
８
２
１
８

■
●
●
●
。
●

４
５
４
７
８
６

２
５
９
０
７
７

●
●
●
●
●
●

５
６
４
７
７
６

14.1

13.4

14.3

17.2

19.9

15.8

15.3

13.7

15.6

17.2

17.3

17.2

１２．０

１２．５

１１．９

７．９

７．６

８．０

52.3

56.7

51.5

51.5

52.7

５１．０

８
５
５
８
７
９

●
●
●
●
●
●

８
０
８
８
０
７

１
２
１
２
３
２

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

１
１
１
１
１
１

２
９
６
１
５
２

●
●
●
●
●
ｅ

ｌ
９
４
６
４
５

４
２
４
４
３
５

に
Ⅲ
Ⅱ
Ⅲ
１
ｔ



表３１今後の就業継続希望別パート等労働者数割合

表３０今後の希望する仕事別パート等労働者数割合

(単位：％）

ある‐（男辱１－１葬参鴎

注：［］内は男女別構成比である。（表1-1を参照）

(5)今後の就業継続希望

今後の就業継続希望についてみると、「パート｣、「その他」とも「パート等で仕事を続けたい」
とする労働者が最も多く、それぞれ62.9％（前回67.2％)、４７．４％（同50.0％）となっており、
次いで「正社員になりたい」がそれぞれ１５．６％（同12.5％)、３０．８％（同26.3％）となっている。
前回調査と比較すると、「パート」、「その他」の男で「正社員になりたい」とする労働者の割
合がともに上昇している（表31,図１４)。

(堂待・ｑＡ）

(4)今後の希望する仕事

今後の希望する仕事についてみると、「パート」、「その他」とも「今と同じ仕事がしたい」と

する労働者が最も多く、それぞれ38.8％（前回41.5％)、３９．６％（同45.4％）となっている。

前回調査と比較すると、「パート」の男で「教育訓練を受けるなどして、技術・技能・資格を

生かした仕事がしたい」とする労働者の割合が上昇している（表30,図13)。

－５７－

注：［］内は男女別構成比である。（表１－１を参照）

就業形態、
性

計
パー ﾄ等で仕
事を続けたい

正社員に
なりたい

自営業等
を始めたい

仕事を
辞めたい

わからない

平成13年

パート計

男
女

その他計

男
女

1７．７

２３．２

１６．０

１７．５

１８．５

１６．７

４
７
６
７
８
６

●
●
●
●
●
●

１
０
１
１
１
１

３
６
３
７
１
０

●
●
●
●
●
●

２
５
１
２
５
１

１５．６

２２．６

１３．４

３０．８

３１．３

３０．４

９
８
６
４
４
３

●
●
●
●
●
●

２
７
７
７
３
０

６
４
６
４
４
５

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

1００．０

２３．６

７６．４

１００．０

４２．５

５７．５

Ⅲ
！
ｌ
ｆ
ｌ
Ⅲ

平成７年

パート計

男
女

その他計

男
女

1６．１

３０．２

１２．０

１８．２

１９．７

１６．９

０
２
６
１
９
４

●
●
●
●
●
●

２
３
１
２
２
１

２．２

４．９

１．３

３．５

５．３

２．１

1２．５

１２．８

１２．４

２６．３

１８．６

３２．３

６７．２

４８．９

７２．６

５０．０

５３．４

４７．２

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

1００．０

２２．７

７７．３

１００．０

４４．２

５５．８

ｌ
ｆ
ｌ
ｆ
ｌ
ｆ

就業形態、
性

計

単純･補助
的な仕事で
なく主要な
仕事をした
し、

教育訓練を
受けるなど

して､技術．
技能･資格
を生かした

仕事がした
い

係長･主任・

斑長等もっ
と責任のあ
る仕事がし
たい

もう少し責
任の軽い仕
事をしたい

今と同じ仕
事がしたい

わからない 不明

平成13年
■‐●

●

●ザ一つ

パ ート計

男
女

その他計

男
女

０
０
０
０
１
０

●
●
●
●
●
●

０
０
０
０
０
０

０
４
８
０
８
１

●
●
●
●
●
●

０
０
９
５
４
５

３
３
２
２
２
２

８
９
９
６
０
６

●
●
●
●
●
●

８
１
０
９
５
５

３
３
４
３
４
３

７
８
３
０
５
１

●
●
●
●
●
●

３
１
４
４
２
５

８
３
３
１
６
９

●
●
●
●
●
●

１
３
１
２
３
０

1７．０

１９．６

１６．２

１９．４

１４．２

２３．２

８．７

１２．９

７．４

１０．０

９．８

１０．０

1００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

1００．０

２３．６

７６．４

１００．０

４２．５

５７．５

１
ｔ
ｆ
ｆ
１
１

平成７年

パート計

男
女

その他計

男

女

一

一

ー

一

一

一

3２．６

３２．８

３２．５

２２．２

２０．８

２３．３

４１．５

４０．５

４１．７

４５．４

５０．９

４１．１

３
０
７
３
９
７

●
●
●
●
●
●

３
２
３
４
３
４

３
６
７
０
５
８

●
●
●
●
●
●

１
３
０
２
３
０

1３．９

１１．８

１４．６

１７．５

１３．０

２０．９

7.4

９．３

６．９

８．６

７．８

９．２

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１
１
１
１
１
１

1００．０

２２．７

７７．３

１００．０

４４．２

５５．８

ｌ
ｆ
ｆ
ｆ
ｆ
ｌ



(1)出勤日数、所定労働時間

パート等労働者の１週間の出勤日数をみると、「５日」とする労働者の割合が最も多く、「パ
ート」が52.6％（前回50.1％)、「その他ｊが73.5％（同61.8％）となっている。

また、１日の所定労働時間をみると、「パート」は「５～６時間未満」とする労働者の割合が

最も多く２２．５％、次いで「６～７時間未満」が20.9％となっており、「その他」は「８時間以

上」とする労働者の割合が最も多く５５．７％、次いで「７～８時間未満」３５．６％となっている。
（表32-1,表32-2）

表３２－１１週間の出勤日数別パート等労働者数割合

(単位：％）

５年収等

表３２－２１日の所定労働時間数別パート等労働者数割合

(単位：％）

－５８－

就業形態 計 3時間未満
3～４時間
未満

4～５時間
未満

5～６時間
未満

挿
織

６ 7～８時間
未満

8時間以上 不明 蕊鴎
平成13年

パート

その他

100.0３．３６．３１４．５２２．５２０．９１９．３１３．０0.3

100.0０．１０．３１．７２．０４．６３５．６５５．７０．１

5.8

7.7

平成7年

パート

その他

100.0４．５６．８１４．６２１．４２３．７１９．７９．３ ０．１

100.0０．５０．８０９１．８３．９３７．６５４．４０．１

5.6

7.6

就業形態 計 ３日まで ４日 ５日 ６日以上 不明
週平均出勤

日数

平成１３年

パート

その他

1００．０１３．１１６．９５２．６１７．００．５

１００．０２．１２．７７３．５２１．６０．１

4．７

５．１

平成７年

パート

その他

1００．０１２．８１５．６５０．１２１．５

1００．０－１．６ ３．１ ６１．８３３．５－

4．７

５．３



表３３過去１年間の年収別パート等労働者数割合及び平均年収額

(単位:％）

－５９－

注：［］内は男女計を100とした数字である。

(2)年収

平成12年１月から12月までの過去１年間にパート等労働者として働いた年収をみると、「パー

ト」で「１００万円未満」とする労働者が37.6％、「１００～１３０万円未満」１８．９％、「１３０

万円以上」２８．７％となっている。

また、平均年収をみると、「パート」で121.5万円（前回１１３．５万円）、「その他」で217.6万円

（同218.7万円）となっている。（表33）

》
性 計

仙
加

未満

小
印
加
縮

小
印
加
縮

緋
和
加
縮

70～

８０

万円

未満

肺
卯
朋
縮

い
Ⅲ
加
縮

Ⅲ
Ⅲ
加
総

Ⅲ
捌
加
縮

Ⅱ
伽
加
縮

Ⅲ
Ⅷ
加
縮

帥
剛
加
縮

150へ

３００

万円

未満

冊
剛
加
縮

冊
剛
加
縮

冊
Ⅲ
朋
縮

1000

万円

以上

不明

聯
噸
刷

平９戎13年

パート計

その他

男
女
計
男
女

０．０１４８

０．０２１．３

－１２．８

０．４１６．３

０.９１７．２

０．０１５．６

０
１
０
２
５
０

０
０
０
０
０
０

３
０
１
８
９
４

Ｏ
Ｌ
０
２
５
０

２．４２０．９１．７

１．９２８．０３．５

２．６１８．７１.2

3.742.013.6

1.338.822.7

5.4仏３６．８

２
５
４
７
５
５

●
●
●
●
●
●

３
２
３
２
１
３

６
１
１
３
５
６

４
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